
○八王子市企業立地支援条例 

平成１６年３月８日 

条例第５号 

 改正 平成１８年１２月１８日条例第５５号 平成２１年３月２７日条例第１１号 

 平成２６年３月２７日条例第１４号 

（題名改称） 

平成２９年６月２７日条例第２１号 

 平成３１年３月２７日条例第１６号 令和６年３月２６日条例第３５号 

（目的） 

第１条 この条例は、企業立地促進地域への積極的な企業等の立地を支援し、産業系用地の

有効活用を促進し、製造業の事業高度化を促進し、及び市内小規模事業者による事業施設

の立地を支援するための必要な措置を講ずることにより、産業の振興及び雇用機会の拡大

を図り、もって地域経済の発展及び市民生活の向上に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

(１) 企業立地促進地域 企業の集積を図るために特に重要であると認められる地域を

いう。 

(２) 企業等 営利事業を目的とする法人又は営利事業を営む個人をいう。 

(３) 事業施設 工場、研究所、店舗、事務所、その他事業の用に供する施設をいう。 

(４) 貸し施設 企業立地促進地域において、事業施設の主たる部分について有償又は無

償での貸与等により第三者に使用権原を付与することを目的として、建設、購入、賃借

等して使用権原を取得した施設をいう。 

(５) 新設 市内に事業所を有しない企業等が新たに事業施設を設置すること又は市内

に事業所を有する企業等が事業施設を設置すること（次号に規定する拡張を除く。）若

しくは事業施設の全部を移転することをいう。 

(６) 拡張 事業施設を有する企業等が当該事業施設の敷地内又は当該敷地に隣接する

土地に事業施設を拡充することをいう。 

(７) 開発・生産設備 中小企業（中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条

第１項に規定する中小企業者をいう。）が、製造業（日本標準産業分類（平成２１年総

務省告示第１７５号）に規定する製造業をいう。以下同じ。）に係る開発又は生産のた

めに設置する償却資産をいう。 



(８) 市内小規模事業者 市内において継続して１０年以上操業している企業等のうち、

市規則で定める要件を満たすものをいう。 

(９) 産業系用地 事業施設若しくは貸し施設の敷地又は事業施設若しくは貸し施設の

立地を目的として整備された土地をいう。 

（企業立地促進地域） 

第３条 企業立地促進地域の種別及び名称は別表のとおりとし、その区域は市長が告示する。 

（産業系用地所有者の役割） 

第４条 企業立地促進地域に産業系用地を所有する者は、企業等の立地を支援する市の施策

に協力し、当該土地を産業系用地として引き続き利用するよう努めるものとする。 

（支援措置） 

第５条 市長は、第１条に定める目的を達成するために、次に掲げる事業を行う。 

(１) 企業立地促進地域において、次に掲げる事業施設の新設及び拡張を促進し、産業系

用地の有効活用の促進に努め、又は次のアの施設を営む企業等の事業高度化を促進する

事業 

ア 製造業の用に供する施設及びこれに附属する施設 

イ 商業（日本標準産業分類に規定する卸売業・小売業のうち小売業のみをいう。以下

同じ。）の用に供する施設及びこれに附属する施設 

ウ 物流系産業（法人又は個人に対する物資の保管、物流加工、仕分け、発送等を主た

る業務とする産業をいう。以下同じ。）の用に供する施設及びこれに附属する施設 

エ 宿泊業（旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）第２条第２項に規定する旅館・ホ

テル営業をいう。ただし、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和

２３年法律第１２２号）第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業に該当するもの

を除く。以下同じ。）の用に供する施設及びこれに附属する施設 

オ 業種を問わず、自らの事業に必要な事務処理のために使用する施設及びこれに附属

する施設（以下「事務所」という。） 

(２) 市内小規模事業者の市規則で定める地域における新設及び拡張を支援し、市内の産

業集積を維持する事業 

２ 市長は、前項の事業を推進するために、次条第２項の規定により指定を受けた企業等（以

下「指定事業者」という。）に、予算の範囲内において、次に掲げる奨励金を交付するこ

とができる。 

(１) 企業立地・雇用促進奨励金 



(２) 市内企業立地継続奨励金 

(３) 貸し施設設置奨励金 

(４) 産業系用地確保奨励金 

(５) 開発・生産設備設置奨励金 

（指定事業者の指定） 

第６条 前条第２項に掲げる奨励金（以下「奨励金」という。）の交付を受けようとする企

業等は、市規則で定めるところにより、市長に対し、あらかじめ指定事業者の指定の申請

をしなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、速やかに審査し、必要に応じ調査等を

行い、適当と認めたときは、指定事業者の指定を行うものとする。この場合において、市

長は、条件を付すことができる。 

３ 前２項に定めるもののほか、指定事業者の指定の申請に必要な事項については、市規則

で定める。 

（指定事業者の要件等） 

第７条 指定事業者は、次の各号のいずれにも該当する者でなければならない。 

(１) 国税、都道府県税及び市町村税の滞納がないこと。 

(２) 事業施設において行う事業が、当該事業施設の周辺の環境の悪化をもたらすもので

ないこと。 

(３) 国、東京都、独立行政法人（独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第

２条第１項に規定する法人をいう。）による出資を受けていないこと。 

(４) 事業施設及び事業内容が、立地の際に適用を受ける法令等に適合していること。 

(５) 事業施設が、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律

第１２２号）に規定する風俗営業の用に供する施設でないこと。 

(６) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。）の活動を助長し、又は暴力団の運営に資する

活動を行う者でないこと。 

(７) 許認可が必要な事業を行う場合、当該事業の実施に必要な許認可又は資格を有して

いること。 

２ 前項に定めるもののほか、指定事業者の指定の要件として必要な事項については、市規

則で定める。 

（指定事業者の責務） 



第８条 指定事業者は、当該事業施設において、従業員を雇用しようとするときは、市内に

住所を有する者を雇用するよう努めるものとする。 

２ 指定事業者は、当該事業施設の周辺の環境その他の地域のまちづくりに配慮し、協力し

なければならない。 

３ 指定事業者は、産業の振興に関する市の施策等への協力に努めるとともに、地域住民と

連携し、文化的、教育的な活動等を通じて地域社会の発展に寄与するよう努めるものとす

る。 

（奨励金の交付） 

第９条 奨励金の交付を受けようとする指定事業者は、市規則で定めるところにより、市長

に対し、奨励金の交付の申請をしなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、速やかに審査し、調査等を行い、適当

と認めたときは、奨励金の交付の決定を行うものとする。この場合において、市長は、条

件を付すことができる。 

３ 前２項に定めるもののほか、奨励金の交付の要件その他必要な事項については、市規則

で定める。 

（変更申請） 

第１０条 指定事業者は、指定事業者の指定の申請又は奨励金の交付の申請の内容を変更し

ようとするときは、市規則で定めるところにより、市長に対し、変更の申請をしなければ

ならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、速やかに審査し、必要に応じ調査等を

行い、適当と認めたときは、変更を承認するものとする。この場合において、市長は、既

に付した条件を追加し、取り消し、又は変更することができる。 

３ 前２項に定めるもののほか、指定事業者の指定の申請又は奨励金の交付の申請の内容変

更の手続その他必要な事項については、市規則で定める。 

（指定事業者の指定等の取消し等） 

第１１条 市長は、指定事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、指定事業者の指定

又は奨励金の交付の決定を取り消すことができる。 

(１) 企業立地・雇用促進奨励金、市内企業立地継続奨励金又は貸し施設設置奨励金の交

付を受けた指定事業者の指定に係る事業施設又は貸し施設の稼動開始後、６年以内にこ

れを廃止し、又は休止したとき。 

(２) 指定事業者の指定に係る事業施設若しくは貸し施設の稼動開始が、稼動開始予定日



より著しく遅延したとき、又は開発・生産設備設置奨励金に係る開発・生産設備の稼働

開始日が著しく遅延したとき。 

(３) 指定事業者の指定の要件を欠くに至ったとき。 

(４) 奨励金の交付の要件を欠くに至ったとき。 

(５) 偽りその他不正の手段により指定事業者の指定又は奨励金の交付の決定を受けた

とき。 

(６) 指定事業者の指定又は奨励金の交付の決定に際し付した条件に違反したとき。 

(７) 重大な法令違反又は社会的な信用を著しく損なう行為をしたとき。 

２ 市長は、前項の規定により奨励金の交付の決定を取り消した場合において、既に奨励金

を交付しているときは、期限を定めて当該奨励金の返還を命ずることができる。 

（地位の承継） 

第１２条 合併、営業譲渡その他の事由により指定事業者の地位を承継しようとする企業等

は、市規則で定めるところにより、市長の承認を得なければならない。 

（報告等） 

第１３条 市長は、指定事業者に対し、必要と認める事項について、報告を求め、書類を提

出させ、又は実地に調査することができる。 

（委任） 

第１４条 この条例の施行に関し必要な事項は、市規則で定める。 

附 則 

１ この条例は、平成１６年４月１日から施行する。 

２ この条例は、令和１１年３月３１日限り、その効力を失う。 

３ この条例の失効前に第６条第２項の規定による指定事業者の指定を受けたときのこの

条例の適用については、前項の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、なおその効力

を有する。 

附 則（平成１８年１２月１８日条例第５５号） 

１ この条例は、平成１９年１月１日から施行する。 

２ この条例による改正前の八王子市いきいき企業支援条例第６条第１項の規定に基づき

指定事業者の指定の申請をした事業者に係る立地促進奨励金の交付については、なお従前

の例による。 

附 則（平成２１年３月２７日条例第１１号） 

１ この条例は、平成２１年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正規定は、公



布の日から施行する。 

２ この条例による改正前の八王子市いきいき企業支援条例第６条第１項の規定に基づき

指定事業者の指定の申請をした事業者に係る立地促進奨励金の交付については、なお従前

の例による。 

附 則（平成２６年３月２７日条例第１４号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２６年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正規定は、公

布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正前の八王子市いきいき企業支援条例第６条第１項の規定に基づき

指定事業者の指定の申請をした事業者に係る奨励金の交付については、なお従前の例によ

る。 

（八王子市いきいき企業支援奨励金交付準備基金条例の改正） 

３ 八王子市いきいき企業支援奨励金交付準備基金条例（平成２４年八王子市条例第３４

号）の一部を次のように改正する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

附 則（平成２９年６月２７日条例第２１号） 

１ この条例は、平成２９年７月１日から施行する。 

２ この条例による改正前の八王子市企業立地支援条例第６条第１項の規定に基づき指定

事業者の指定の申請をした事業者に係る奨励金の交付については、なお従前の例による。 

附 則（平成３１年３月２７日条例第１６号） 

この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

 



附 則（令和６年３月２６日条例第３５号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

別表（第３条関係） 

種別 名称 

製造業 東浅川工業団地地区 

狭間工業団地地区 

八王子繊維工業団地地区 

下恩方工業団地地区 

美山工業団地地区 

北野工業団地地区 

北八王子工業団地地区 

多摩ニュータウン地区 

八王子ニュータウン地区 

圏央道八王子西インターチェンジ周辺地区 

中央道八王子インターチェンジ周辺地区及び新滝山街道沿道地区 

戸吹地区 

上記の地区を除いた市の区域内に存する工業・準工業地域の地区 

都市計画法（昭和43年法律第100号）第7条第3項に規定する市街

化調整区域で、八王子市地区計画の区域内における建築物の制限

に関する条例（昭和59年八王子市条例第34号）第2条に規定する

地区整備計画区域のうち、同条例別表第2（い）欄に掲げる建築し

てはならない建築物に、工場又は研究所の全部又は一部を含まな

い当該地区整備計画区域に係る地区整備計画において区分された

地区 

商業 中心市街地地区 

南大沢センター地区 

八王子みなみ野駅周辺地区 

圏央道八王子西インターチェンジ周辺地区 

中央道八王子インターチェンジ周辺地区 

物流系産業 北野工業団地周辺地区 



北八王子工業団地周辺地区 

多摩ニュータウン地区 

八王子ニュータウン地区 

圏央道八王子西インターチェンジ周辺地区 

中央道八王子インターチェンジ周辺地区及び新滝山街道沿道地区 

戸吹地区 

宿泊業 中心市街地地区 

事務所 中心市街地地区 

南大沢センター地区 

八王子ニュータウン地区 

中央道八王子インターチェンジ周辺地区 

 


